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論 文 の 要 旨 
国際経済活動におけるサプライチェインマネジメント（Supply Chain Management: SCM）の重
要性が指摘されている。特に、経済成長を続けるアジア地域におけるサプライチェインの役割
は、今後も益々重要になってくる。 
このような背景のもと、本論文は、港湾から背後の輸送に主に着目し、港湾と内陸港（ドライポ
ート）ならびに、これらを繋ぐ背後輸送とを一体として定義した「ロジスティクスコリドー（Logistics 
Corridor）」という輸送体系の重要性を指摘し、日本への導入可能性を検証しようと試みている。 
この目的を達成するために、本論文は 7章で構成されている。以下にその概要を記述する。 
第 1章では、本研究の背景と目的および研究の全体構成を述べている。 
第 2 章では、背後輸送に関わる国内外の文献のレビューを行い、本論文の対象とするロジス
ティクスコリドーやドライポートに関する概念の整理を行っている。 
第 3章「SCMが要請するロジスティクスサービスと我が国の課題」では、港湾を含む輸送体系
が、企業による SCM を支援するために果たすべき役割やサービスについて整理し、我が国に
おける課題を指摘している。 
第 4 章「世界のロジスティクスコリドーに関する事例研究」では、世界の主要地域（北米、欧
州、アジア）における背後輸送の現状やロジスティクスコリドーに関連のある取り組みを対象に、
その背景や実施状況などを調査し、導入機能や期待される効果等を軸に比較・類型化してい
る。得られた知見として、特に内陸部をも考慮した政策の重要性を指摘している。 
第 5 章「世界のロジスティクスコリドーに関する開発・運営方式の分析」では、日本におけるロ
ジスティクスコリドーの導入可能性を評価する際の論点整理として、海外事例における政策・施
 策を開発・運営の段階（政策、開発計画策定、運営、関係者間連携）ごとに抽出・整理してい
る。その結果、今後日本でロジスティクスコリドーを円滑に導入するにあたっては①ロジスティク
スコリドーの機能・サービス目標と関係者連携体制の構築、②関係者連携の下での開発計画の
策定、③インフラの開発とそのための資金調達、④具体性のある運営計画の策定、⑤開発の実
施状況モニタリング等が必要であることを指摘している。 
第 6 章「ロジスティクスコリドー導入可能性の考察と検証」では、日本におけるロジスティクステ
ィクスコリドーについて、導入機能ならびに期待される効果に関する考察を行い、 開発・運営の
側面について、日本における実現可能性を考察している。また、導入に向けた課題と解決策に
ついて検討を行い、ケーススタディによって発生する効果を定量的に評価している。 
 第 7章では、本研究の成果と、今後検討すべき課題を述べている。 
 
審 査 の 要 旨 
【批評】 
本研究は、我が国の物流・港湾政策において、港湾部・臨海部・内陸部を対象とするロジス
ティックスコリドーの重要性を説き、その日本に対する導入可能性を検証したものである。国内
外の事例や政策を丁寧にレビューするとともに、ロジスティックスコリドーのもたらす効果の定性
的・定量的評価を行っている。本研究の成果は以下の様に整理できる。 
1) 国際物流を取り巻く環境及び国内外の取組を丁寧に整理し、輸送チェイン全体での接続
性確保に向けた取り組みの重要性を提示したこと 
2) 1)を踏まえロジスティックスコリドーを定義するとともに日本における意義を整理したこと 
3) 定性的な評価にもとづいて関係者間の連携体制の構築とその実行の仕組み、顧客志向
の運営、開発・運営計画の政策への明確な位置づけおよび実効性担保のための仕組み
づくりの重要性を指摘していること 
4) ドライポートのターミナル機能およびロジスティクスハブ機能がもたらす効果を定量的に評
価していること 
これらは、物流政策・港湾政策に極めて重要な示唆を示していると評価できる。 
 
【最終試験の結果】 
平成３０年 １月 ２９日、システム情報工学研究科において、学位論文審査委員の全員出席
のもと、著者に論文について説明を求め、関連事項につき質疑応答を行った。その結果、学位
論文審査委員全員によって、合格と判定された。 
【結論】 
上記の学位論文審査ならびに最終試験の結果に基づき、著者は博士（社会工学）の学位を
受けるに十分な資格を有するものと認める。 
 
